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総合的な取引所検討チーム  

中間整理 

平成 22 年 12 月 22 日 

金 融 庁 

農林水産省 

経済産業省 

 

１． 総合的な取引所（証券・金融・商品）を実現するとの共通認識

の下に取組を推進する。 

 

２． 本件は次のスケジュールで推進する。 

 平成 25 年の総合的な取引所の実現を目指して速やかに制度施

策を実施する。 

 そのため、全体としてできるだけ早く調整を開始し、関連する

法案については速やかに、遅くとも平成 24 年通常国会に提出

できるよう、そのための準備を可及的速やかに進める。ただし、

国際情勢に鑑み前倒して実現できるように努力する。 

 

３． 総合的な取引所実現のための論点は以下の5点であることを確認

する。 

 ①取引所（システムを含む）について、②清算機関（決済を含



 

む）について、③規制・監督について、④税制について（損益

通算制度の導入、申告分離課税、総合課税などの課税方式の一

元化を含む）、⑤更なる規制改革について 

 これらの論点について検討チームで議論したところ、結果は次

の通りである。 

論点１：取引所について 

取引所の経営は、システム装置産業化しており、強固な経営

基盤、高い国際的競争力を達成する必要がある。 

なお、取引所の統合等は民間の経営判断事項があることは前

提としつつも、官民協議を通じてあるべき姿や施策について、 

Ａ案 共通認識を得る等、総合的な取引所を実現すべく３省

庁で取り組むべき。アジアのメインマーケットを目指すの

であれば取引所の集約・統合を促すことは避けられない。 

Ｂ案 共通認識の醸成を図る等、総合的な取引所の実現を促

すべく３省庁で取り組むべき。ただし、統合・再編につい

て、取引所の経営判断に先立って、政府が特定の方向を議

論することは適切でない。 

との両方の意見があった。 

 

論点２：清算機関について 

証拠金の一元化により、投資家・利用者の資金効率を改善す
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ることが必要。清算機関の統合・再編や連携、証拠金のリスク

相殺機能の活用等の手法を用いて、商品等の特性に応じて証拠

金の効率を改善するよう、清算機関の経営判断を求めていく。 

清算機関については、 

Ａ案 証券・金融・商品が一つの証拠金で取り扱えるよう集

約・統合を促す。 

Ｂ案 証券・金融・商品が一つの証拠金で取り扱えるよう促

す。ただし、統合・再編について、清算機関の経営判断に

先立って、政府が特定の方向を議論することは適切でない。 

との両方の意見があった。 

 

論点３：規制・監督について 

①内外のプロ投資家、機関投資家の参入意欲を高める。②取

引所の総合化を実現する。③産業政策をきちんと反映させる。

との基本的考え方で臨む。 

規制・監督の一元化については、以下の意見があった。 

Ａ案 民主党政策集 INDEX2009 も踏まえ、独立性が強く、強力

な権限を有し、かつ金融当局と現物所管官庁の人材を結集し、

証券・金融、商品等の幅広い金融商品取引を一括して監視・

監督する「金融商品取引監視委員会」を創設し、監督（清算

機関を含む。）を一元化する。その際、金融商品取引監視委
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員会と現物所管官庁が十分な相互連携を確保し、現物の観点

から問題がある場合には、適切な措置を執らせることができ

るようにするなど、責任を果たす制度的枠組みを設ける。金

融商品取引監視委員会創設までの間は、各取引所の監督は、

現在の監督官庁が担う。 

Ｂ案 民主党成長戦略・経済対策プロジェクトチームによる

「監督体制の金融当局への一元化」の提言も踏まえ、取引

所・業者・清算機関の規制を金融商品取引法に、それらの監

督を金融庁に、それぞれ一元化する必要がある。その際、 

①商品先物の上場審査・市場管理・現物受渡しについて、産

業政策の観点や現物市場との連動に留意し、現物所管当局

との情報共有や協議による十分な相互連携を確保し、責任

を果たす枠組みを設けるとともに、 

②業者規制の一元化に当たっては、業者の実情や各金融商

品・商品のそれぞれの経緯等を踏まえ、業者の健全性確保

に係る十分な経過措置の整備や利用者保護を図ることとす

る。   

Ｃ案 総合取引所創設に伴う規制・監督の一元化の後も、規制

監督官庁と現物所管官庁が情報共有や協議を行う場を設け、

現物の観点から問題ある場合には、適切な措置を執らせるこ

とができるようにするなど、十分な相互連携を確保し、責任
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を果たす枠組みを設ける。 

 

論点４：税制について 

総合的な取引所を魅力あるものとするためには、現物株と先

物取引の損益通算の実現によって資金効率の向上を早期に図

ることが重要。また、外国法人が高速な取引のため国内に設置

するサーバーに関する税制についても、その適正化を図ること

が重要。 

 

論点５：更なる規制改革 

総合的な取引所の活性化のためには、その他の規制について

も必要に応じ、従来の考え方にとらわれない大胆な改革が必要。

銀行等の商品先物取引への参加や、年金等による商品先物での

資産運用の促進等についても、必要に応じて検討。 

 

 これらの論点については、可能な限り方向性を一致させる必要

があり、残された課題については、早急に政治決断し、方針を

整理し明示する。 

 これらの論点の具体的取組を進め方向性が一致したものを、パ

ッケージとしてとりまとめ、至急、その中でできるものから実

現する。 
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 5 つの論点の具体的内容については、関係者に伝えるとともに、

競争力のある取引所のあり方など意見を聴く必要があるもの

も含まれる。そのため、 

Ａ案 早い時機に与党や民間事業者との意見交換を行う場を

設けて、遅くとも６月までに方針を固める。 

Ｂ案 早い時機にこの中間整理について与党や民間事業者

（取引所、清算機関、業者、投資家等）との意見交換を行

う場を設けて、１月中を目途に方針を固める。 

との両方の意見があった。 

 今後早い時期に、総合的な取引所や清算機関のあるべき姿につ

いても、国際競争に耐えうるという観点から関係者間で議論を

深める。 

 

6 
 


